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インドにおける土地収用の政治学
佐藤　宏
（南アジア研究）
1.	 インドの土地収用問題	―歴史と現在―
 おとなしい羊が人間を貪り食う時代から今日まで、農地の他産業への転用、農民からの土地の
収奪は産業構造転換の時代を象徴する激動であった。インドでは植民地統治時代から、政府の土地収用
権を優先的に認める Eminent domain 論とそれに立脚した Land Acquisition Act 1894( 以下 LAA) に
もとづいて、政府による土地収用が実施されてきた。
 1911 年に首都がカルカッタからデリーに移転された際、広大な土地に新しい都市が建設され
たのは、この法律の力によるものであった。
 法律辞典の定義によれば、Eminent domain は「収用権、公的収用、公用徴収、優越的所有権；
政府またはこれに準ずるものが、私人または別の政府の財産権を強制的に取得する権限またはその行使」
を意味する 1。インドの場合、「政府」とは連邦と州の政府であり、独立後のインド憲法では、Land は州
管轄事項だが、Land acquisition は連邦と州の共同管轄事項である。土地収用には連邦政府と州政府が
関わる。
　 LAA には収用措置への県徴税官 (District Collector) への異議申し立ては規定されているもの
の、多くの場合、異議は「公共目的」を理由に却下されてきた。インド独立後のダム、灌漑水路、道
路、新工業都市建設などによる立ち退きは、補償すら不十分なまま強行されてきた。1980 年代末に至っ
て、そうした状況に一石を投じたのがナルマダー川のダム建設に異議を唱えた「ナルマダーを救え運動
(Narmada Bachao Andolan, NBA）」であった。
 さらに 1991 年の経済自由化以降、民間企業の土地需要の増大もあって、政府による土地収用は、
各地で土地所有者との軋轢を生じさせることになった。2006 年の経済特区 (Special Economic Zone, 
SEZ) 制度の導入も、広大な面積におよぶ多目的特区や、エネルギー、インフラ関連の特区プロジェク
トに転用される農地の収用をめぐって、住民や農民と政府、企業との摩擦を引き起こした。大都市の周
辺農村では、公的な土地収用に便乗して、収用された土地の一部を有力不動産会社が政治的コネによっ
て入手したうえ、高層マンション住宅用地に転用して法外な利益を手にするといった、不公正な企業行
動もみられる。
 土地紛争を系統的に監視しているジャーナリストらによる団体 Land Conflicts Watch (LCW） 
によれば、全国で土地収用をめぐって 537 件の紛争が生じており、 7,338,232 人が関わり、総面積は 
2,143,119 ha(=21,432 ㎢、全土の 0.65%；四国よりもやや広い面積 )に及ぶという 2。LCWの分類では、
土地紛争は工業、インフラストラクチャー、土地利用、採鉱、電力、保護区の 6分野にわたっている 3。
　 こうした状況から政府による強権的な土地収用に代わる土地収用手続きが模索され始めたのは
当然であるが、その必要性を特に印象づけたのが、西ベンガル州で 2006 年に発生したターター自動車
1  田中英夫・編集代表『英米法辞典』東京大学出版会、1991、pp.292-3。
2  http://landconflictswatch, 2017年 12月 25日アクセス。 
3  近年の土地収用問題についてのゆきとどいた法的考察に、佐藤創「インドにおける経済発展と土地収用―「開発と土地」問
題の再検討に向けて―」『アジア経済』第 53巻第 4号、2012年 6月、pp.113-137がある。
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社 (Tata Motors Ltd., TML) による新工場建設の敷地をめぐる土地収用問題であった。
2.	 西ベンガル州左翼戦線政権を倒した土地収用問題
 問題の発端は、TML社が打ち上げた廉価車、10万 (one lakh) ルピーの自家用車、ナノ(Nano)
工場を、西ベンガル州フグリ (Hoogly) 県シングール (Singur) に誘致するとの西ベンガル州政府に
よる決定であった。
 この計画は、2006年5月の州議会選挙で圧勝した西ベンガルの左翼戦線(Left Front)政権が、
州の経済構造を長期的に転換してゆくという目的をもって進めてきた計画の一部であったが、建設用
地約 997 エーカー (約 400 ha) は、その 9割が一毛作、1割が 2毛作の農耕地であった。
2006 年 10 月初頭、州の最有力野党、草の根会議派 (Trinamul Congress) が、工場建設用地の収用に
反対するゼネストを呼びかけた。補償金の支払いが 10 月には開始されたが、管井戸に投資した富農
と雇用の喪失に直面した農業労働者の間には不満が残った。州政府は小作人を補償の対象としたが、
農業労働者には十分な配慮が払われなかった。
 草の根会議派は、他野党も含めて「農地を守る委員会 (Krishi Bhumi Raksha Committee)」
を結成し、農地の収用に反対するゼネストやハンストを繰り返し呼びかけ、これに「ナクサライト
(Naxalites)」とされる極左勢力の一部が呼応した。また「ナルマダーを救え運動(NBA)」の指導者メー
ダー・パトカル (Medha Patkar) ら著名人の支持も運動を後押しした。
市場価格の 1.5 倍で、更に 1 割の報奨金を上乗せした補償金の支払いは、12 月末には、957 エーカー
分に達した。11 月末には、杭打ちによる土地の囲い込みが行なわれ、12 月末には敷地は TML に引
き渡された。
 これに対して2007年3月に反対運動がカルカッタ高裁にLAAによる土地収用の違法を提訴、
これが 2008 年 1 月に棄却されると、運動は激化し、TML の工事用車両の阻止など実力行動が開始
された。実力行使で工事の進捗を阻まれた TML は 2008 年 1 月からシングールの設備撤去を開始し、
同年 10 月 3 日にはシングールでの操業を断念する声明を発した ( 後述のように、TML はすでに代
替策を準備していた）。
 西ベンガルではシングールと同時に、2007 年１月には、東ミドナプル県 (East Medinipur 
district) ノンディグラム (Nandigram) 地区の石油化学プロジェクト経済特区用地でも、農民の反対
運動が激化した。政府の発砲で反対派農民ら 14 名が死亡した。州首相は、計画が住民の頭越しに進
められ、了解を取り付ける努力が欠如していたことを認めた。
 シングールとノンディグラムの事件は、土地収用問題が、州工業化推進のかぎを握っている
ことを示唆しているが、反対運動と左翼戦線州政府との熾烈な対立は、村落末端まで政党の影響力が
浸透している西ベンガル州特有の先鋭な政治環境の反映でもあることに注意したい4。2011年5月の州
議会選挙では、1977 年から長期政権を運営してきた左翼戦線は、草の根会議派に敗れ、34 年間の統
治に幕を閉じた。土地収用問題は間違いなく政権倒壊の引き金であった 5。
 教訓は残った。西ベンガルでの紛争を背景に、土地収用の手続きや価格について、合意形成
4  最末端の村落パンチャーヤト（Gram Panchayat）の議員構成をシングール地区（Singur Block）で見ると、2013年に行わ
れた選挙では、240名の村落議員のうち無所属は 5名に過ぎず、草の根会議派 147名、インド共産党（マルクス主義）70
名ほかすべて政党関係者である。 
(http://www.wbsec.gov.in/(S(k4h01355jkwxa445utzspa2h))/FinalResult/FinalResult_gp_2013.aspx)
5  土地返還をめぐる訴訟はその後も継続され、2016年 8月に最高裁の二人法廷は、西ベンガル州政府の収用手続きは
LAAの規定にも反するとして、土地の所有者への返還を命じた。判事の一人は、さらにターター社への貸し付けを前提と
する土地収用は LAAのいう「公共目的」にあたらないとも判断した (Kedar Nath Yadav v. Govt of West Bengal, https://
www.legallyindia.com/supreme-court/legally-explained-why-the-sc-struck-down-the-singur-land-acquisition-and-
what-it-means-via-mint-20160906-7942)。
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のための中立的な制度 ( 公聴会、対象住民の組織化など ) を構築する必要性も指摘され、LAA に代わ
る土地収用をめぐる包括的な新法の必要性が高まってきた。それが 2013 年の新土地収用法の制定へと
つながるのであるが、それを論ずる前に、ナノ工場のその後の顛末を語らねばならない。
3.	 グジャラ トー州政府の介入―モーディー 州首相、財界の寵児に―
 TML がシングールでの操業断念を発表した 4 日後の 2008 年 10 月 7 日、自らの州首相就任 7
年目にあたって、グジャラート州首相ナレーンドラ・モーディー (Narendra Modi) は、TML会長との
共同記者会見を開き、ナノ工場のグジャラート移転を発表した。2002 年の反ムスリム暴動でヒンドゥー
至上主義者のイメージが拭えないモーディー州首相にとって、インド財界の総帥であるターター財閥の
経営する TML 工場の誘致は、経済発展の主導者としての新たなイメージを広める手がかりとなった 6。
14 か月で新工場は操業、2010 年 6 月に一号車が完成した。
 異例なのは、工場誘致の迅速さだけではなかった。誘致条件自体も例を見ない手厚さであった。
モーディー州政権は、誘致条件の詳細を秘していたが、のちに明らかになった公文書によれば、2009
年 1 月に州政府とTMLとの間で、おおよそ以下の合意が交わされた 7。
・ アフマダーバード (Ahmedabad) から西に 35 キロ、サーナンド (Sananda)、1000 エーカー
の土地(ほぼ西ベンガルと同規模)、他にアフマダーバード近郊に100エーカーの市街化用地。
・ 土地収用は 2009 年 12 月 4日に告示、州工業開発公社 (GJIDC) による買取価格は市価の 4倍、
TML への売り渡し額はエーカーあたり 360 万ルピー、関連費用も含め総額約 40 億ルピー、
ただし 2 年間支払猶予ののち、年利 8％で 8 回にわたる分割払い ( 西ベンガル州は、90 年間
の貸付。最初の 5年間は貸付料年 1000 万ルピー、暫時引き上げ）。
・ 20 年間に年利 0.1% で 950 億ルピーの融資 ( 対 2008 年度州予算総額の 22%）。当初は 214 億
を予定していた ( 西ベンガル州はすべてを一括して 20 億ルピーのソフトローン）、いっぽう
TMLの投資額は200億ルピー。フォード自動車の事例では2億8千万ルピー、10％利子の貸付。
・ 一般に提供される租税、賦課、および電力、上水道などインフラの優遇措置。
・ グジャラート州の雇用政策では、工場用地の地元出身者に新規雇用の 85% を割り当てること
とされている。合意はこの点に触れていない。実際、地元雇用の少なさに周辺地域の農民か
ら抗議の声が上がっている。
 これ以降、サーナンドは自動車産業のハブとなり、フォード、プジョー、マルーティなどの自
動車会社が相次いでグジャラートに参入した 8。
6  Mukhopadhyay. Nilanjan, Narendra Modi, the man, the times, Chennai: Tanquebar Press, 2013, p. 363; Sardesai, Raj-
deep, 2014 the Election that changed India, Gurgaon: Penguin Books India, 2014, pp.32-3.
7  以下の資料から整理した情報である。Telegraph (Kolkata), 21 Jan. 2009; "Lure of public money many times its investment 
made Tata shift plant to Gujarat", 8 Oct. 2013, https://centreleftindia.wordpress.com/2013/10/08/lure-of-free-public-
money-many-times-its-investment-made-tata-shift-nano-plant-to-gujarat-not-modis-newly-created-industrial-climate/ 
（2017年 12月 13日アクセス ; "Big scam with small car", 7 Aug. 2013, https://trythofgujarat.com/big-scam-with-small-
car/（同上）。
8  ナノは 2017年 4月から 10月にわずか 1,299台と生産の落ちこみが激しく、事実上の事業破綻に陥っている。ターター社は
電動自動車への転換を図っているという (The Wire, 27 Nov. 2017)。 
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　 ナノ工場の移転から操業に至る迅速さは、もともと企業活動環境が良好とされるグジャラート
州の評価を高めた。いくつかのコンサルタント企業が、連邦政府の委託で作成した製造業部門における
規制緩和の州別比較報告書 9 では、とくに土地、建物の認可、環境規制に関してグジャラート州はベスト・
プラクティス州とされている。
4.	 UPA政権による包括的な2013 年土地収用法
 こうして、TML のナノ工場用地問題は、土地所有者・住民の権利重視か、企業環境整備優先
かという、土地収用をめぐる「二つの道」を浮き彫りにした。両州を比較すると、グジャラートがより
良い成果をもたらしたかにみえるが、グジャラートでの経過には「声」の反映される余地は全くない。
他方西ベンガルの「失敗」はまさに潤沢な「声」の帰結であった。むしろ重要なのは、植民期の LAA
の下での土地収用プロセスには、農民や土地所有者の「声」を受け入れる余地がないという、両州に共
通の教訓である。
 経済特区やシングール問題など全国に広がる土地収用をめぐる紛争を背景に、2009 年に成立
した会議派主導の第二期統一進歩連合 (United Progressive Alliance, UPA) 政権は 2011 年 9 月から 2
年がかりで、土地収用の手続き、収用価格、補償などに関する包括的な立法、「土地収用、回復措置、
再定住における公正な補償と透明性に関する権利法 (Right to Fair Compensation and Transparency in 
Land Acquisition, Rehabilitation and Resettlement Act、以下 LARR 法、下線報告者 )」と称する長い
標題の法律を、野党 BJP 提案の修正も受け入れて 2013 年 9 月に制定した (2015 年 1 月施行 )。この法
律はUPA政権が制定した「権利」重視の一連の立法の一つであった (次表参照 )。
表: UPA 政権 （2004-09, 09-14）による「権利」重視立法一覧
• The Right of Information Act 2005
• Mahatma Gandhi National Rural Employment Guarantee Act 2005
• The Right of Children to Free and Compulsory Education Act 2009
• The Right of Citizens for Time bound Delivery of Goods and Services and Redressal of their 
Grievances Bill 2011
• The National Food Security Act 2013
• The Right to Fair Compensation and Transparency in Land Acquisition, Rehabilitation and Reset-
tlement Act 2013
• Lokpal and Lokayukta Act 2013
 
 LARR 法は、全 114 条からなる 13 の章に 4 つの附則を備えた包括的な法律である。13 の章は
土地収用に伴う土地所有者の一定比率の同意や「社会的インパクト評価 (SIA)」作成の義務付けから
始まり、食糧安全保障の観点からの多毛作地、灌漑地の保全、収用手続き、回復措置と再定住の具体的
な内容と手続き、紛争処理機関などにまで及んでいる。
 しかし財界団体は事前の合意や評価手続きの導入には不満であった。2014 年の連邦下院選挙 
(Parliamentary elections) では財界の信頼をバックに、グジャラート州首相から中央に進出したモー
ディーがインド人民党 (BJP) を率いて大勝し、新たな国民民主連合 (National Democratic Alliance, 
NDA) 政権を発足させた。
9  Survey of Business Regulatory Environment for Manufacturing – State Level Assessment, Vol. I, Final Report; Vol. II State 
Specific Findings （Department of Industrial Policy and Promotion、DIPPホームページ、2015年 6月 19日アクセス）；
Best Practices to Improve the Business Environment across India. Accenture, May 2014。
東京外国語大学国際日本学研究　報告Ⅵ
89
5.	 NDAモーディー 政権による2013 年法の修正
 自党が同意して成立し、施行後半年を経過したばかりの LARR 法について、モーディー政権
は発足後三度にわたり (緊急 )大統領令による修正を試みた。
 モーディー政権による LARR 法の改正の核心部分は、次の 5 分野に関する土地収用について
は、土地所有者の同意条項、「社会的インパクト評価」条項、多毛作地・灌漑地などの保全条項のすべ
てについて適用が除外されるという部分である。5分野とは、以下である。(a) 国家安全保障、国防、ま
た国防生産に関係あるすべての部分、(b) 電化を含む農村インフラストラクチャー、(c) 手の届く価格の
(affordable) 住宅、貧困者住宅、(d) 政府および関係機関による工業回廊 (industrial corridor)、その専
用鉄道、および道路の両側面 1キロ以内の範囲、(e)Public Private Partnership(PPP) プロジェクト (土
地所有権を政府が保持するもの )。
 この修正では、LARR 法の収用価格、補償、再定住などに関する部分には手をつけていない。
同意と SIA 条項さえ除いてもらえれば、これらの条件については異議を唱えないというのが、財界、
コンサルタント業界の意向であった。
　 政権が改正案の核心部分に固執しているのは、すでに見たように、土地収用の迅速性こそが、
州首相時代のモーディーの最大の売り物であったからである。モーディーが中央政府首相となること
で、「グジャラート・モデル」はすべての州への模範とされた。農村開発相として 2013 年法を手掛けた
会議派のジャエラーム・ラメーシュらに言わせれば、「これらの改正により、2003 年法が目的とした土
地の強制収用メカニズムの抑制はおおきく掘り崩されてしまった。( 中略 ) この一つのステップで、与
党 (BJP) は市民が開発に何らの発言権も持たないイギリスによる土地収用立法の時代に逆戻りさせて
しまったのである 10 。」
 しかしながら、全国の農民やその組織の反対は予想以上に強烈であった。上記 5 分野の規定が
厳密性を欠き、適用の恣意的な拡大が危惧されることなどから、こぞって反対の意思が表示された。政
権寄りの農民、経済団体も強く批判した。結局三度出された大統領令は、最後まで連邦議会での承認を
得られないまま、失効することになった。
 連邦議会での修正に失敗した BJP は、州政府レベルで、同趣旨の修正を行うことを奨励して
いる ( すでに述べたように土地収用は連邦と州の共同管轄事項である )。実際に中央政府と同じ内容の
修正が、すでにグジャラート州、ハリヤーナ州、ゴア州、ラージャスターン州など、いずれも BJP 州
政権の下で試みられている。 
むすび　土地収用をめぐるせめぎあい	―	その政治経済学的な意味
 今日のインドにおける土地収用の政治を、これまで次の二つの問題を中心に述べてきた。
 一つは州による土地収用への異なる対応であり、他の一つは、それぞれ国民会議派とBJPによっ
て主導される中央の二つの連合政権による土地収用法改革への異なるアプローチである。こうした記述
は今日のインドの政治経済学の文脈にどのように位置づけることができるだろうか。
土地、労働、そして農民の不満
 第一に、土地収用に対する農民の不満は、1990 年代以降のインドの工業発展の特徴的な様相
との関係で理解しなければならない。端的に言うならば、国民経済活動における農業の比重の低下がそ
10 Ramesh, Jairam and Muhammad Ali Khan, Legislating for Justice, the making of the 2013 Land Acquisition Law, New 
Delhi Oxford University Press, 2015, p. 128.
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れに対応する労働力の移動を伴っていないという特徴である。農業と関連産業の国内総生産に占める比
率は、経済自由化以降の 20 数年間で約 30％から 18％まで低下したにもかかわらず、全人口の約 70％
は依然として農村に滞留している。言い換えるなら、インドの第二次、第三次産業の発展は農村地域か
ら大規模に労働力を吸収できるような活力と様式に欠けていたのである。この点についてはより深い分
析が必要なのは言うまでもないが、非農業部門の雇用の見通しの暗さが、農地の細分化と並行する農業
の低収益性にもかかわらず、農民が土地を手放そうとしない理由の一つである。さらにはこれまでの土
地収用の経験が、土地価格が収用後にむしろ高騰することによって、土地を提供した農民のあいだに剥
奪感を植え付けてきたことも挙げられるだろう。
「権利の政治」は政治的な方便か？
 インドの新自由主義的改革は 1990 年代に国民会議派によって先鞭をつけられ、その後 NDA
とUPAという、それぞれBJP と国民会議派に率いられた連合が、新自由主義の枠内で政策を追求した。
インド政治における「競争的新自由主義」ともいうべき現象である。しかし、会議派 (UPA) による権
利の政治と土地収用法改革は、二つの連合の政策がその方向性において明確に異なるという点で、明ら
かにこうしたパターンからは外れている。
 この報告で取り上げた土地収用の事例が提起するのは、こうした差異が単なる政策上の方便な
のか、あるいはまた、新自由主義的な政策枠組の内部においても、ある特定の条件の下では、政策的な
差異、新自由主義的な政策に対する代替的政策が生まれる余地があるとみるべきなのかという問題であ
る。この二つの論点に沿ってさらに深く考究されるならば、土地収用問題の研究は現代インドの政治経
済学的な分析に貢献することができるだろう。
